私たちはまず表現の自由と編集の自由の重要性について主張します。次に憲法の人権規定の私人間効力がないことを主張します。最後に反論権よりも表現の自由に対するより制限的でない手段が存在することを述べて、反論権を名誉回復の適当な手段として認められないことを主張します。
新聞や雑誌によって名誉毀損された者が自己の名誉を回復するために同一媒体に同一分量の反論文を無料で掲載することを請求する権利を以下、反論権と呼びます。その趣旨は被害者の社会的評価を回復させる点にあり、被害者が掲載を求めた反論文に対して修正することは許されず、その反論文は原文のまま無修正で掲載されることになります。
次に表現の自由の本質について述べます。表現の自由とは、人の内心における精神作用を、方法の如何を問わず、外部に公表する精神活動の自由をいいます。そして、表現の自由は国家から「干渉を受けることなく自己の意見をもつ自由」という消極的自由をその本質とします。それは、個人が言論活動を通じて人格を発展させるという自己実現の価値と、言論活動によって国民の政治的意思決定に資する自己統治の価値という二点から導くことができます。
次に編集の自由について述べます。新聞や雑誌においては、編集という知的な作業が行われるため、送り手の思想などが反映されています。そのため、編集作業とは個人の内心における精神作用を表現する一つの形態であり、表現の自由によって編集の自由は守られなければなりません。編集の自由は、掲載記事の内容にだけ及ぶのではありません。スペースが有限である新聞・雑誌においては、記事の大きさやレイアウトなどが、読者に対する影響を大きく変えます。そのため、編集の自由を十分に保障するためには、編集者がそれらについても自由に決定できなければなりません。このように、表現の自由の一内容である編集の自由とは、出版における一連の行為全てを含むと解すべきです。

反論権を認めることは、編集者の意図しない表現の掲載を強制するものであり、編集の自由を害するものであります。そのような、編集の自由を制約する反論権が憲法上許されないことを三つの観点から論証します。

前述のように、憲法における精神的自由権の本質は消極的自由にあります。憲法においては、自由に国民が思想を抱き、表現することが理想とされています。これは、国家が国民の思想・表現に介入しては達成されません。したがって反論権を認めれば、編集の自由を害することになり、この憲法の趣旨に反します。そのため、反論権を認めることはできません。
次に憲法の趣旨と表現の自由の萎縮効果の観点から論証します。新聞・雑誌のスペースは有限なので、反論文によって、掲載できなくなる表現が生じたり、レイアウトの変更など編集の自由に対する侵害が起こります。たしかに、名誉毀損的表現など、ある特定の表現は制限されます。しかし、名誉毀損した者が、名誉毀損的表現をしたことゆえに、その後の表現活動が違法か否かの判断もされずに規制されることを許してはなりません。つまり、反論権における表現の自由の制限は、制限される表現が違法という理由で生じるものではなく、名誉毀損という過去の違法な行為が制限理由となっているのです。しかし、本来規制される表現は違法と評価されたものに限られます。違法か否かの法的評価も下さずに、画一的に表現の自由に対する制約となる反論権は、憲法の趣旨から見ても当然に否定されなければなりません。これを認めなければ、一度の違法な表現によって、その後の適法な表現が規制されることを許すこととなってしまい、不当な表現の自由への抑圧を許すことになってしまいます。

以上のように、一度の名誉毀損により、適法な表現活動までもが制限されることが危惧されます。そのため、表現の自由の不当な抑圧という大きな不利益を蒙ることを避けるために、メディア側が論争の対象となり反論文掲載を請求される可能性のある内容の報道を自主的に控えることが十分に考えられます。このように、反論権を認めることは、表現の自由に対して萎縮効果を生じます。
以上のように、反論権は表現の自由を不当に抑圧するものです。そして、その不当な抑圧という大きな制裁をおそれるがために、表現活動を自粛する萎縮効果が生じると考えられます。よって、反論権を認めることはできません。
次に反論権を認める実益がないことを比較衡量によって論証します。
　反論権を認めた場合の不利益としては、以下があげられます。
1 表現の自由に対する国家の過度の介入を生じさせる危険性があること。
2 編集者は反論文のリスクを考える結果、萎縮効果が生じること。
3 編集の自由が制限されること。
4 掲載したい時に掲載できないこと。
これに対して反論権を認めないときの不利益として以下の二点が考えられます。

①名誉回復の一手段である反論権が失われること。
②思想の自由市場が実質的に保障されないこと。

しかし、第一点目については反論権以外にも名誉回復手段は存在し、反論権を必ずしも認めなくても名誉回復は図れるということ、第二点目については、被害者の名誉毀損的記事に対する表現全てが制限されているわけではなく、他の手段によっても反論などの表現を行うことはできる、ということから、反論権をどうしても認めなければならない利益は存しないというべきです。
以上のように、反論権を認めることによる不利益は甚大であるが、反論権を認めないことによる不利益はほとんど発生しないといえます。よって、反論権を認める実益はありません。さらに日本には反論権を規定した実定法が存在しないため、反論権を直接に主張することはできません。
以下において、反論権が憲法、民法の解釈によっても導き出せないことを立証します。
まず、憲法を根拠に反論権が認められないことを論じます。憲法は、公権力に対して個人の基本的な自由と平等を保障する目的に出たものであり、公権力と個人との関係を規律するものなので、私人相互の関係を直接規律することを予定していません。このことは、基本的人権なる観念の成立および発展の歴史的経緯や憲法における基本権規定の形式、内容に鑑みても明らかです。そのため、私人間において、憲法を直接、または類推適用することは認められません。

表現の自由が重要な権利だとしても、それは制限されえます。だが、その制限は他の諸権利とくらべ、表現の自由の重要性に鑑みて、より厳格に審査されなくてはなりません。そして、表現の自由の本質が消極的側面にあることを考えると、最低でも表現の自由に対する不必要な制約を避けるために、立法目的を達成できる他のより制限的でない手段の有無を具体的に審査することが必要になります。

反論権の目的は名誉の回復という重要なものですが、その達成手段は表現の自由の制限を伴います。では、反論文掲載命令よりも、より制限的でない手段は存在するでしょうか。新聞・雑誌による名誉毀損は、その不特定多数の読者が名誉毀損的記事を読むことによって起こります。そのため、読者がその名誉毀損的表現が過ちであったことを認識すれば、名誉の回復は十分に図られます。名誉毀損的表現が過ちであったことを周知するには、事実の誤認、表現が過ちであったことを訂正文として名誉回復に必要な情報を広告欄に載せるだけで十分です。これは単に広告欄を強制的に処分するものであるため、編集の自由を害さず、営業の自由の制限にとどまります。これは、金銭賠償の形を変えたものといえ、金銭賠償を基幹とする不法行為法においても適合的です。また、この代替手段は名誉毀損記事と同一分量以下でかまいません。一方反論文は、事実の誤認、表現が過ちであったこと以上の内容の記載も許されるものであり、また編集の自由の侵害にもあたります。また、分量に関しても元記事の同一量が要求されるため編集者に必要以上のスペースの負担を強いるものです。
そのため、事実の誤認、表現が過ちであったことを広告欄に掲載することによって反論権の目的は達成でき、かつ反論文よりも編集の自由の侵害・スペースなどの点においてより制限的でありません。そのため、反論文掲載命令よりも、その目的を達成できる他のより制限的でない手段が存在するため、反論文掲載命令は許されません。

以上より、民法723条で立法が予期した「適当な処分」としては、表現の自由に対するより制限的な反論権を認めることは出来ません。
　よって、今までの主張から反論権を認めることはできません。
